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税制改正にともなう業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 平成 21 年（2009 年）3 月 31 日に公布されました「法人税法施行令の一部を改正する政令」における外国

子会社配当金益金不算入制度の導入にともない、平成 21 年（2009 年）2 月 4 日に公表いたしました通期の連

結業績予想を下記の通り修正いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
1.平成 21 年（2009 年）3 月期通期連結業績予想の修正（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 
前 回 発 表 予 想（A） 

54,700 4,590 4,750 2,260 95 01 

今 回 修 正 予 想（B） 54,700 4,590 4,750 2,760 116 03 

増 減 額（B－A） 0 0 0 500 － 

増 減 率（％） － － － 22.1 － 
（ご参考） 
前期実績(平成 20 年 3 月期) 56,289 6,837 6,704 3,499 147 13 

 
2.修正の理由 

 平成 21 年（2009 年）3 月 31 日に「法人税法施行令の一部を改正する政令」が公布され、外国子会社配当

金益金不算入制度が導入されることになりました。 

 これまで、連結財務諸表の作成上、税効果会計により将来の海外連結子会社からの受取配当金について負担

することになる追加税金相当額を見積もり、繰延税金負債として計上しておりました。 

今回の制度導入にともない、外国子会社からの受取配当金の国内外の税率差による繰延税金負債の計上額を

見直した結果、繰延税金負債の一部を取り崩すこととなり、その影響額を法人税等調整額に計上いたします。

なお、改正税法による繰延税金資産・負債への影響は、改正税法の公布日に属する会計年度に認識されるため、

平成 21 年（2009 年）3 月期の業績に反映されます。 

これにより、平成 21 年（2009 年）2 月 4 日に公表いたしました通期の連結業績予想を、上記のとおり当期

純利益について修正いたします。なお、個別業績予想につきましては、平成 21 年（2009 年）2 月 4 日に公表

しました業績予想より修正はありません。 

 
(注)上記の業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報から得た判断に基づく予想であり、実際の業績は業況

の変化等の様々な要因により、この業績予想とは乖離する可能性があります。 

以上 


